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一　般　教　育　研　究（12）
── 第65回東北・北海道地区大学等　高等・共通教育研究会 ──
松　山　雄　三
Ⅰ．はじめに
「第65回東北・北海道地区大学等高等・共通教育研究会」は平成27年
８月27日（木）と28日（金）に、山形大学を当番校として、山形市にあ
る同大学小白川キャンパスで開催された。参加校は50校におよび、参加者
は141名であった。全体テーマは「魅力的な学士課程教育の構築に向けて」
である。教養教育（共通教育）に関わる地域研究会の活動は全国各地で行
われているが、東北・北海道地区における同研究会の活動は最も歴史が長
く、かつ活発なものの１つにあげられる。しかも本年度の当番校である山
形大学は、東北・北海道地区における教養教育の発展を牽引する役割を担
ってきた。昭和24年度に新制大学が発足したが、昭和26年には早くも山
形大学は主催校となって、新しい教育領域である一般教育について検討す
る研究会を催したのだった。さらに翌年に開催された第２回大会も、山形
大学が担当している。第３回の大会は北海道大学が当番校となり、以後東
北地区と北海道地区の国立大学が隔年で担当するようになった。なお東北
地方においては６県を順次めぐることになり、その方式は現在も継承され
ている。私立大学による開催は、17回目の東北学院大学が最初であり、そ
れ以後国公私立大学の別なく、教養教育の充実・発展を期する意欲的な大
学が当番校の重責を担っている。
本研究会は今年で65回の開催を迎えたが、そのうち山形大学での開催は
７回におよんでいる。因みに、大学教育改革に寄せる山形大学の貢献は本
研究会における活動に限らず、「地域ネットワーク FD樹氷」（2004年−）、
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「エリアキャンパスもがみ」（2006年−）、「FDネットワーク“つばさ”」
（2008年−）といった FD活動からも明らかなように、単に大学間連携のみ
ならず、地域との連携を踏まえて、山形県エリア、さらに北海道から関東
までの東日本エリアへと拡大を続けている。その山形大学で、戦後70年目
を迎えた節目の年に本研究会が開催されたことは、山形大学の長年に亘る
尽力と熱意を知るわれわれにとって、感謝の念を新たにする契機となり、
また山形大学の関係者にとっても特別な思いがあったことと思われる。
さて、大学の教授法で主流をなしてきた所謂「知識注入型」の授業に対
する反省から、学生の主体的な学習姿勢を涵養するためにアクティブ・ラ
ーニングの導入が盛んに勧められている。それと共に、教授者側の意識改
革を図るための FD活動の必要性が叫ばれ、2005年１月に発表された中央
教育審議会 1の答申『我が国の高等教育の将来像』をはじめ、中教審答申
でも度々取り上げられている。また2014年12月に答申された『新しい時
代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育、大学教育、大学入
学者選抜の一体的改革について』2では、大学入試制度の改革によって大学
で学ぶ学生の質的転換を図るとともに、高等学校教育と大学教育の間に有
機的な連関を打ち立て、高等教育の抜本的な質的転換が求められている。
そこで、本研究会において実施された個別発表と講演の中から、アクティ
ブ・ラーニングと FD、さらに高大接続に関わるものについて、特に、第１
分科会でテーマ「アクティブ・ラーニングと FD」の下で行われた事例報
告と、全大会Ⅱで行われた講演「主体的な学びの確立と学士課程教育の質
的転換」を中心に報告と考察を行いたい。
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1 以後、中教審と略す。
2 以後、『高大接続改革答申』と略す。
Ⅱ．全体テーマ「魅力的な学士課程教育の構築に向けて」
開催趣旨について、『第65回東北・北海道地区大学等高等・共通教育研
究会　実施要領』に沿って 3概略的に示したい。山形大学が本研究会の発
足やその後の継続的な運営に多大の貢献を果たしてきたことについては既
述したが、大会開催校として、本研究会が全国の他地区における同様の研
究会活動との比較においても、活発な活動を長年に亘って展開してきたこ
とを再確認するとともに、本会の誕生期から定着期に至るまでの数々の労
苦に思いが馳せられ、「先人の営為に敬意」が表されている。
さらに1991年（平成３年）の「大学設置基準の大綱化」が教養教育（一
般教育）におけるターニングポイントと位置付けられ、ほとんどの大学で
「教養部と教養教育の解体が急激に進む」という制度的・組織的改変に至
った、と説かれる。確かに教養部あるいはこれに類する組織の解体によっ
て、教養教育の担当が全ての学部に共通に委ねられることになったが、し
かし全学的教育体制は、各学部選出の委員からなる全学教育担当委員会、
あるいはこれに類する組織が立ち上げられたとはいえ、教養部改組の本来
的な意図に反して、教養教育の運営に対する直接的な責任の所在の不明瞭
化を生むことにもなり、新制大学の設置以来、大学という組織の中で潜在
してきた学部教育を優位におき、教養教育をあまり重視しないという体質
が露呈してしまった感が否めない。ただし昨今では、大学教育改革を先導
する国の文教政策のもとに、教養教育の再構築が進められ、教養教育に専
従する組織として、教育センターあるいは教育機構といった組織が整えら
れる傾向にある。しかもこれらの組織は、教育理念あるいは学術的な論拠
に基づいて教養教育を構築していこうとする教育者・研究者集団が中心を
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3 以後、『実施要項』と略す。27年８月　第65回東北・北海道地区大学等高等・共通教
育研究会（山形大学）、１頁。
なしており、実際の授業運営にあたっては、他学部所属の教員と協働歩調
をとることが多いが、多面化・複合化する教養教育の充実と発展に専心し
ている。戦後、旧制高等学校や師範学校、あるいは高等専門学校の教員が、
横滑りするかたちで新制大学の教養教育を担当するようになり、教育に寄
せる思いには非常に熱いものがあったことは様々な折に伝えられている
が、謂わば、経験知に基づいて教育を行っていたのだった。それ故、近年
行われている教養教育に専従する組織の立ち上げは、従前の組織とは質を
異にしているといえる。大学教育には、特に社会との繋がりを重視する教
育研究の実質化が求められており、その入り口にあたる教養教育に抜本的
な変換が求められている。
さて趣旨説明の考察に戻るが、大学設置基準の緩和が大学数の増加と進
学率の上昇を招き「マス段階からユニバーサル段階」への突入を招いてし
まった、と捉えられている。一見すると、大学数の増加や進学率の上昇は
国民の教育レベルの向上に通じそうなものであるが、実態は、経済の低迷
や18歳人口の減少等により、学習経歴や学習意欲の異なる多様な質の青年
たちの大学進学を招き、また学生の確保をめぐる大学間の過当競争により、
「学士課程教育のカリキュラムの抜本的な見直しや授業法の改善を不断に
行わざるを得ない状況になった」と説かれる。
さらに「2018年問題」と呼称され、2018年頃からさらに顕著になる大学
就学適齢者の減少問題が取り上げられている。大学数の増加、学生のユニ
バーサル化、18歳人口の長期的な減少傾向等、大学を取り巻く状況は今後
ますます厳しいものになり、各大学およびその構成員はそれぞれの大学が
存亡の危機に立たされていることを改めて認識し、「それぞれの大学の質
的な違いに基づいて」また「地域の維持発展とも深く結びついて」魅力あ
る大学を創っていかなければならない、と指摘される。
最後に、「魅力ある学士課程教育」を構築するために、３つの分科会の
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テーマ−「１．アクティブ・ラーニングと FD」「２．教育の質保証と IR」
「３．高大接続・初年次教育・キャリア教育」−のもとに、「各大学の教育
の個性的な魅力を引き出し」、「社会に発信することにつながっていくこと」
が希求されている。
Ⅲ．分科会の報告
第１分科会はテーマ「アクティブ・ラーニングと FD」のもとで、「アク
ティブ・ラーニングとそれに関係した FDの取組み」について７件の話題
提供がなされ、熱心な討議が重ねられた。『高大接続改革答申』において、
大学教育については、「個々の授業科目等を越えた大学教育全体としての
カリキュラム・マネジメントを確立する（ナンバリングの導入等）ととも
に、アクティブ・ラーニングへと質的に転換する」4ことが求められたよう
に、アクティブ・ラーニングの実質化は、現在国の文教政策のもとに取り
組まれている大学教育改革の喫緊の課題となっている。
話題提供１
日英二重言語によるオンライン語学学習交流と英語のみのオンライン語学
学習：室蘭工業大学　HAGLEY Eric
発表者は次の二様のオンライン語学学習交流を構築している。
○オーストラリアの大学の日本語学習者と日本の大学の英語学習者間の
日英二重言語使用によるオンライン語学学習交流（Dual Language
Virtual Exchange DLVE）
○日本の学生とコロンビア、ベトナムの学生間の英語のみによるオンラ
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4 『高大接続改革答申』10頁。http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/ chukyo0/
（accessed 2016.01.26）
イン語学学習交流（Single Language Virtual Exchange SLVE）
オンライン語学学習交流は、発表者の本務校である室蘭工業大学と同大
学の姉妹校である中国の河南理工大学、ベトナムのハノイ建築大学、コロ
ンビアの全国学習サービス協会（SENA）とのあいだでオンラインを構築
し、教育管理システム Moodleを利用しながら行っている。学生はオンライ
ンフォーラムで教員が指定したトピックスについて学生同士で意見を交換
したり、スカイプでマンツーマンの会話を試みたり、チャットで他国の学
生とのテキスト形式によるリアルタイムコミュニケーション等を行ってい
る。
上記の語学学習交流においては、それぞれの国あるいは教育機関で示し
ている学習達成目標に基づき、特にグローバルな視点で活動できる学習者
の育成に重点が置かれている旨である。室蘭工業大学についていえば、
「国際的なコミュニケーション能力を持った技術者」の育成が求められて
いる。つまり目標言語の使用を通じて、語学力の向上と相互の文化理解を
深めることにある。さらにネイティブスピーカーとノンネイティブスピー
カー、あるいはノンネイティブスピーカー同士による語学交流を通じて、
コミュニケーション能力の育成やライフスキルの向上が図られている。そ
の確認は Moodleの観察やインターネットログ、活用レポートを通じて行わ
れている。
日本の語学教育においては、長年に亘り外国語文章の読解に重きがおか
れてきたが、近年、といってもかなり以前から、実践的な語学学習、つま
り会話を中心とし、日常生活で利用可能な語学力の習得の必要性が叫ばれ
ている。しかし日本人が実践的な語学利用の点で難儀する理由として、日
本語との言語体系の相違や言語使用の環境をあげることができる。例えば、
ヨーロッパの諸言語の多くは、祖語を同じくしており、いわば親類関係に
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ある。またヨーロッパの国々では、自国の言語の他に、隣接する他国の言
語を日常的に聞くことができる。陸続きのために、歴史的、文化的、経済
的、そして政治的にも、良かれ悪しかれ、隣国とは密接な関係にある。特
に、ヨーロッパ共同体の結成以後、この傾向は強まっている。これに対し
て日本の多くの地域では、他言語のネイティブスピーカーと会話を交わす
機会は必ずしも多くはなく、まして他言語使用を伴う協働は稀である。確
かに、中国語とハングル語のネイティブスピーカーは比較的多く日本に在
留しているが、彼らの殆どは日本語が堪能であり、彼らが祖国の言語を日
本人の間で使用することは稀である。しかしグローバル化と情報化を迎え
た21世紀においては、もはや上記の理由で、外国語を苦手とする自己弁明
を続ける訳にはいかなくなった。特に国際語と位置付けられている英語、
しかも所謂日常生活で使える英語の習得が喫緊の課題になっている。『高
大接続改革答申』においても、「国際共通語である英語の能力を、真に使
える形で身に付けることが必要であり［･･････］積極的に英語の技能を活
用し、主体的に考えを表現することができるように」5、四技能（読む、書
く、聞く、話す）の総合的な育成が求められている。
話題提供２
レディネス多様性に対するアクティブ・ラーニングによる受講者の変容と
指導上の課題：青森県立保健大学　浅田　豊
発表者は、健康科学部（看護、理学療法、社会福祉、栄養）の学生の他
に、高大連携による高校生、編入学生、単位互換による他大学の学生とい
った多様な質の受講生を対象に、講義と演習を担当している。扱う学習内
容は、医療や福祉の現場で出くわすクライアントの心の問題、さらに医療
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5 『高大接続改革答申』７頁。
や福祉の担当者自身の心の問題である「人間存在の根本にかかわる問い」
の追究にあてられている。社会的ニーズ、受講生のレディネス、大学の教
育理念、カリキュラムポリシー、そして特に中教審答申『学士課程教育の
構築に向けて』6（2008年）と『新たな未来を築くための大学教育の質的転
換に向けて』7（2012年）の指針に基づいて、主体的ﾅ学習者の育成が目指
される旨である。そしてこの主体的な学習姿勢を育成するために、アクテ
ィブ・ラーニングの手法が導入されており、この学習法は SDL「自己主導
型学習」（Self Directed Learning）と呼ばれる。そこでこの学習法の概要を
次に記しておく。
○講義においては、質疑応答、学生主体の選択学習、ペア・グループによ
るディスカッション（学生同士、教員対学生）を導入し、内容知（知識）、
方法知（学習方法、対話、自己表現等）、そして学習意欲の涵養を図り、
他者に依存することなく、かつ他者との協調関係のうちに学習を行える
能力の育成が目指される。
○演習（ゼミ）においては、グループワークに重点がおかれ、次の方略を
通じて、方法知、社会的スキル、情意の育成が目指される。
「・Listen：討議・作業中相手の意見をよく聞き、主張や心情を把握す
るとともに、主体的に仲間意識を高めてゆく。
・Explain：自己開示し、適度な自己主張・制限と自分の特性認識のも
とで、説明等に参画する。
・Acknowledge：お互いを認め合い理解し合うとともに、自分と異な
る意見や立場、文化を尊重する。また相互補完的に振る舞い、お互
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6 以後、『学士課程教育答申』と呼ぶ。
7 以後、『質的転換答申』と呼ぶ。
いをやる気にさせる。
・Recommend ：葛藤を乗り越え活動実施上の軌道修正を適宜行うとと
もに、実施上の優先順位を付け提案し、活動に建設的に貢献する。
・Negotiate：成員間の試行錯誤や交渉・相談を通して、自分の役割分
担を全うし効果的に問題解決を行うとともに、中間および終末に活
動の点検・省察を自律的に行う。」8
なお、育成が目指される方法知、社会的スキル、情意とは、次のように
まとめることができる。
・方法知：問題解決能力、論理的思考力、学術資源の管理能力、数量的
分析能力、計画立案能力、創造能力。
・社会的スキル：人間関係力、チームワーク力、リーダーシップ、発信
力、受容力。
・情意：学習意欲、責任感、倫理観、自己管理能力、自尊心。
発表者は、「体系的知識、汎用的スキル、創造性を含む学士にふさわし
い能力、資質」9の育成と向上を目指して「自己主導型学習」を展開してお
り、教育現場の現況、教育に寄せる社会の要請、また国の文教政策、さら
にこの学習法の目的と成果等について非常に分析的に検討を重ねて、教授
法の構築を図っていることがうかがわれる発表である。
また発表者が採る学習法の特徴は、方法知や社会的スキルの育成を図る
とともに、「情意の育成」が謳われている点にある。前記の方略で「仲間
意識を高めてゆく」とか、「互いを認め合い理解し合う」「お互いをやる気
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8 『実施要項』７頁。
9 配布資料５頁。
にさせる」といった表現からもうかがわれるように、グループ内の協働作
業を通じて学習意欲を相互に高めていくことが求められている。
なお、「自己主導型学習」といえば、マルカム・ S.ノールズの学習指導
法が知られている。マルカム・ S.ノールズによれば、自己主導型学習を推
し進める理由として、（１）受動的学習者より能動的学習者の方が「より
多くのことをよりよく学ぶ」10ことがあげられ、さらに（２）「精神的発達
の自然なプロセスに、よりスムーズに調和する」11こと、そして（３）近年
叫ばれている教育改革では「自己主導的に探究する技能」12の育成が求めら
れていることが示唆されている。特に、前記（２）の捉え方について寸言
したい。マルカム・ S.ノールズによれば、われわれは幼年期には親あるい
は大人の庇護を受けていなければ生きられないが、心身の成長と共に親や
教師、そして他の大人から自立したいという欲求が芽生えてくるのが自然
な成長のプロセスであり、「人間の成熟における本質的な側面は、自分の
生への責任が徐々に重くなるのに対して、それを引き受けていけるように
発達すること、言い換えれば、自己主導的になる能力を培っていくこと」13
である。自己主導型学習が人間の心身の発達のプロセスに沿うものである
とするところに、マルカム・S.ノールズの教説の先駆性をみることができる。
話題提供３
協同学習を取り入れた教養化学の授業展開：酪農学園大学　大和田秀一
LTD（Learning Through Discussion）話し合い学習法やジグソー学習法と
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10 マルカム・S.ノールズ著、渡邊洋子　京都大学SDL研究会訳『自己主導型学習ガイド』、
赤石書店　2005年、19頁。
11 前掲書  19頁。
12 前掲書  20頁。
13 前掲書  19-20頁。
いった協同学習の手法を導入した授業実践の報告である。
発表の冒頭で学習法や用語の説明がなされたことは、発表の理解に大層
役立った。発表者自身の発表の手順が、採用している「LTD話し合い学習
法」を体現するものである。最初に、示された学習法について概略的に記
す。
協同学習が成り立つ要素として、（１）相互依存、（２）個人の責任、
（３）平等性、（４）同時性があげられ 14、個人とグループの主体的な学び
の姿勢の涵養を基軸とする学習法であることが改めて確認された。しかも
協働学習においては、自己と他者の協同のみならず、心の深層において競
争心が働き、学習の向上が期待できる、と説明された。協働心と競争心と
いう、一見するところ、相反的な二様の心の働きの相乗効果により、学習
のレベルアップが図られるわけである。
○ジグソー学習法とは、１つの課題をグループ内で分担し、かつ他グルー
プの同一課題担当者の見解を参考にしながら、課題全体をグループで理
解してゆく学習法である。その方略の流れは次の通りである。
１．問題担当の分担化。（下図の横軸の関係）
２．個別担当課題の理解と報告の準備。（下図の横軸の関係）
３．グループ横断的に同一課題の者同士で検討。（下図の縦軸の関係）
４．所属グループで相互報告を通じて全体像を理解。（下図の横軸の
関係）
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14 発表者によって説明されたように、協同学習を支える４つの基本要素については、次
の書を参照されたい。安永悟『活動性を高める授業づくり−協同学習のすすめ』、医学
書院　2012、73-74頁。
○ LTD話し合い学習法とは、「過程プランに基づいた（Ａ）予習と（Ｂ）
話し合い」を通じて課題を学ぶ学習法と定義された。その過程プランは、
個人学習とグループ学習からなり、さらにそれぞれが（１）低次の学習
（収束的学習）と（２）高次の学習（拡散的学習）からなる。（１）低次の
学習とは、課題の「理解」であり、（２）高次の学習とは、「関連付け」と
「評価」からなり、次の８ステップを経る。発表者が簡明な図で表記して
いるので、その図を次に示す。
（Ａ）予習
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グループ名
グループ１
グループ２
グループ３
分 担 課 題
A
A
A
A
B
B
B
B
C
C
C
C
D
D
D
D
E
E
E
E
成　　員
＊分担する課題は、A＋B＋C＋D＋E＝１つの課題となる。
＊上記３におけるグループ横断的な検討により、分担課題の理解を深める
　ことができ、ここにジグソー学習法の特色がある。
段　　階
理　　解
関連付け
評　　価
準　　備
１．課題を読む
２．語彙の理解
３．主張の理解
４．話題の理解
５．知識の統合
６．知識の運用
７．話題評価
８．リハーサル
全体像の把握
ことば調べ
主張のまとめ
話題のまとめ
他の知識との関連付け
自己との関連付け
学習課題の評価
ミーティングの準備
低次の学習
（収束的学習）
高次の学習
（拡散的学習）
ステップ 予習内容
（Ｂ）話し合い（ミーティング）：基本的には、上記の（Ａ）予習のプラン
と同じであり、他者との関係の中で理解を深化する過程である。
発表者も述べているように、この学習法は安永悟が提唱する「LTD話し
合い学習法」に基本的に基づくものである。安永によると、「LTD学習法
は1960年代にアメリカで提唱された学習方略」であり、「課題の読解のみ
ならず、文章の作成、論文の査読や添削、プレゼンテーションの方法、会
議の持ち方など、幅広い領域への活用」が望める、とのことである。また
安永は、講義形式の授業においても、教師がこのプランに基づいて授業構
成を試みることを勧めている。15
発表者が担当する授業は、１年生を対象とする「教養化学」である。履
修率27％と履修者の特質（「ある程度以上の基礎学力を持ち、化学への興
味・関心や学ぶ動機を持っている」）は数年来変わっていない。
2011−2013年度の授業は講義形式。
2014年度の授業は協同学習法を導入、その協働学習法は、LTD話し合い
学習法６回、ジグソー学習法４回、講義４回からなる。
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段　　階
理　　解
関連付け
評　　価
１．課題を読む
２．語彙の理解
３．主張の理解
４．話題の理解
５．知識の統合
６．知識の運用
７．話題評価
８．活動の評価
雰囲気づくり
ことばの定義と説明
全体的な主張の討論
話題の選定と討論
他の知識との関連付け
自己との関連付け
学習課題の評価
学習活動の評価
３分
３分
６分
12分
15分
12分
３分
６分
ステップ 話し合いの内容 配分時間
15 参照。安永悟『新しい教育方法の提案〜学び合いの学習』、JUCE Journal 2011年度　№3．
定期試験の平均結果
上記の平均結果と得点内容（得点分布の上昇）等の結果から、発表者は
「協同学習を通して確実な理解を得たものと推測される」と判定する。こ
の考察結果をより確定的なものにするために、継続的な実践とその分析が
望まれる。
また、本学習法の課題として、特に、予習の不徹底、ミーティングのサ
ボタージュ（いわゆるフリーライダー）、学生と教員のコミュニケーショ
ン不足が指摘されている。
既述したように、採用している学習法の定義、かつ用語の説明に始まり、
図表を交えた、しかも行数と文字数を抑えた簡潔な文章表現によるプレゼ
ンテーションにより、理解しやすい発表であった。教育改善に関わる研究
発表でありながら、往々にして理解しにくいプレゼンテーションに遭遇す
ることがあり、自戒の念を込めて、発表する者自身もプレゼンテーション
の在り方について工夫と検討を要するのではないだろうか。
最後に示しておきたいことは、協働学習の開発と普及に努めている安永
の次の指摘である。
学生を集めて話し合いをさせるだけでは協働学習になりません。学生
の活動性を高めるためには工夫が必要です。これまで多くの研究者や実
践家が繰り返し試みるなかで効果的な技法を編み出してきました。それ
を定式化したものが協同学習の技法です。17
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2011年度
75点
2012年度
96点
2013年度
90点
2014年度
117点16
16 絶対評価の方法を採用している旨。
経験知を普遍化し、学術知に高めていく努力、その中から主体的な学習
姿勢を醸成する学習法が生まれ出るのである。安永がその著書の中で「技
法に良し悪しはありません。どの技法から使ったらいいかという順序性も
ありません。［･･････］大切なことは自分の授業にあった、使いやすい技
法から、無理なく試されることです」18という助言を心に刻んでおきたい。
話題提供４
理系科目におけるアクティブ・ラーニング−実践例と意識調査−：帯広畜
産大学　斉藤　準
（１）発表者が担当する大学理系基礎科目（物理学）で試行しているア
クティブ・ラーニングの実践報告と（２）理系科目におけるアクティブ・
ラーニングに対する学生と教員の意識調査についての報告である。
発表者は、学生の質的多様化と既学習内容の多様化にともない、主体的
な学びの姿勢を醸成するために、アクティブ・ラーニングの導入が必要で
あるとの立場に立つ。まず、「アクティブ・ラーニング」の概念規定がな
されているので、配布資料に沿って、それを記しておく。
「（１）Bonwell&Eison（1991年）：学習者が「思考を伴う行為」に取り
組むあらゆる学習。
（２）Prince（2004年）：学習者が「学習プロセス（思考をともなう活
動）」に取り組むあらゆる教授法。
（３）Felder&Brent（2009年）：学習者が単に「見たり。聞いたり、ノ
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17 安永悟『活動性を高める授業づくり』、38頁。
18 前掲書：39頁。
ートを取ったりする以上の活動」を求められるあらゆる授業構成。
（４）文部科学省（2012年）：教員による一方向的な講義形式の教育と
は異なり、学修者の（主体的に問題を発見し解を見いだしていく）
能動的な学修への参加を取り入れた教授・学習法の総称。認知
的・倫理的・社会的能力教養、知識，経験を含めた汎用的能力の
育成を図る。
（５）浦上（2013年）：授業者による一方向的な知識伝達型講義を聴く
という（受動的）学習を乗り越える意味での、あらゆる能動的な
学習のこと。書く、話す、発表する等の活動への関与と、そこで
生じる認知プロセスの外化を伴う。」19
既に1990年代にアメリカの教育界で、受動的な講義型授業の学習効果に
対する疑義が呈され、教授法改革が叫ばれるようになったわけであるが 20、
その1990年代の教育論から年代に沿ってアクティブ・ラーニングに対する
概念規定が示されており、2012年の中教審による所謂『質的転換答申』が
教育界における国際的動向、特にアメリカ、そしてヨーロッパの教育界に
おける教育改革の動きを視野に入れたものであることがうかがわれる。　
しかも、発表者は講義型授業の有効性も認め 21、従来の知識伝達注入型
とアクティブ・ラーニング型の併用を説く。その理由として、特に、理系
基礎科目では、学習しなければならない知識・技能の多さと履修者数の多
さ、そして学生の前提知識の差があげられた。なお前提知識とは、肯定的
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19 配布資料５，６頁。
20 参照。Chet Meyers ＆ Thomas B. Jones ： Promoting Active Learning. Strategies for the
college classroom, San Francisco（Jossey-Bass Publishers）, 1993. p.15-16.（References）p.180.
Pollio, H. R.:What Students Think About and Do in college Lecture Classes. Teaching-Learning
Issues no.53. Knoxville: Learning Research Center, University of Tennessee, 1985. p.179.
なものとしては、「高校物理の理解」と「発展的な学習への希望」が示さ
れ、否定的なものとしては、「高校物理の未履修」と「高校物理の再教育
に寄せる希望」があげられている。本来ならば、アクティブ・ラーニング
型学習によって主体的な学習姿勢が醸成されるわけであるから、指定され
た課題の解決のみならず、さらに発展的に学習を積むはずであるのだが、
そこまで学習者の学習意欲を高めることは難しいのが実情である。
そこで発表者が実践している従来型講義とアクティブ・ラーニングの併
用による授業方式の一例として次の方法が示された。
「（１）スライド、演示実験によるイントロ
（２）板書＋ハンドアウトによる解説
（３）ペアワークによるクイズ、例題演習
（４）レポート・宿題、Moodle、試験前サポート」22
次に、アクティブ・ラーニングに対する学生と教員の意識調査について
報告がなされた。2012年 11月にベネッセにより同様のアンケート調査が
なされ、「授業に受身な姿勢の学生が多く、『主体的な学び』に転換してい
るとはいえない」23と報告されているが、同様に学生は「板書による基本事
項の解説」「ハンドアウトの使用による解説」「演示実験の導入」を希望す
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21 筆者は私立大学情報教育研究会「平成27年度　教育改革 ICT戦略大会」（平成27年９
月２−４日）に参加したが、大会２日目の分科会 A「地域社会での活躍を目指したア
クティブ・ラーニングによる人材育成」で、山本博史（追手門学院大学）の発表「地
域創造学部の取組み」において能動的学修について考察がなされ、I.カントと M.モレ
ンハウアーの言説が紹介されて「能動的学修と受動的学修との統合が重要である」（資
料集70頁）と結ばれたことを、記しておきたい。
22 『実施要項』14頁。
る声が非常に多く、それに反して「ペアワーク、グループワーク」「宿題」
「レポート」の導入に対しては否定的な姿勢を示している。つまり学生は
自らがアクティブであらねばならないことに対して、否定的な意識とまで
は言わなくとも、「退いている」学習姿勢を示していることになる。また、
現在スライドの多用による授業が多くみられる傾向にあるが、「スライド
の使用」に対しても肯定的な意見は40％台に過ぎない。この点に関しては、
教授者の工夫が必要である。
さらにアクティブ・ラーニングに対する教員の意識調査では、導入して
いる教員は 30％後半台である。アクティブ・ラーニングの内容として、
ICTの活用、演習・小テスト、クイズ、実習、調査学習、グループワーク、
プレゼン、ディスカッション、レポート、個別対応等、実に様々な学習形
式が試みられている。なお導入していない理由として、学務の多忙による
時間的労力的なものがあげられている。
まとめとして、従来型講義とアクティブ・ラーニングの併用が説かれ、
また学生と教員の意識改革が求められながらも、アクティブ・ラーニング
の効果の点で納得させることが必要である、と説かれた。
近年、教授法の改革ではアクティブ・ラーニングの導入が特に叫ばれる
ようになったが、従来の講義型授業についても再評価がなされ、講義型と
アクティブ・ラーニングの併用によるより効果的な授業形式が提案された
ことは、やみくもにアクティブ・ラーニングを有効とする現行の教授法研
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23 Benesseは、2012年 11月に「大学生の学習・生活実態」に関わる第２回目の調査を行
っている。これは、2008年実施の調査に続くものである。そのアンケート結果報告の
中で「主体的な学び」に関わる箇所を特記したい。「学生が調べ、発表する演習形式の
授業より、＜教員が知識・技術を教える講義形式の授業の多い方がよい＞とする割合
も 83％と依然と高い値となった。」（第３章「大学での学習」91頁）http://www.berd.
benesse.jp/koutou/research/detail1,php?id=3159（accessed 2016.01.26）
究、あるいは中教審答申の傾向に警鐘を鳴らすものとして、貴重な実践報
告である。もっとも、既述した事柄ではあるが、本来、アクティブ・ラー
ニングは、授業で扱う学習の理解を深めるだけでなく、授業外での学習に
対しても主体的に臨む姿勢を醸成するはずであるから、量的な面でも、知
識の受容に有効であるはずなのであるが、実情はなかなか理屈通りには進
まないものである。
話題提供５
アクティブ・ラーニング的要素を取り入れた導入教育「スタートアップセ
ミナー」： 山形大学　岩田尚能
初年次導入科目として全学規模で展開されている科目「スタートアップ
セミナー」についての実践報告である。同科目開講の目的として、次の３
項目があげられている。
（１）所属学部・学科の特色を知り、学修内容について理解を深めること。
（２）学生生活を知り、卒業後の自分について考えることを通して、学修
に目的意識を持たせること。
（３）具体的なテーマの探求を通して、課題探求能力の育成を図り、基本
的な学習（調査や情報収集、討論や議論、プレゼン、レポート作成）
のスキル向上を図る。
そのための方略として、アクティブ・ラーニング的要素の導入が奨励さ
れており、発表者が担当する理学部地球環境学科での試みが紹介された。
その内容を次に記す。
（１）友人紹介プレゼンテーション：同級生にインタヴューを行い、そ
の同級生を紹介するプゼンテーションを行う。
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（２）作文および添削：文章力向上のために、（a）特定のテーマに基づ
いて作文を書き、同級生に添削してもらう。（b）所属教員による
研究内容の説明を聞き、その内容をまとめ、教員に添削をしても
らう。
（３）フレッシュマンキャンプ：野外調査の入門コースである。１年生
と２年生同数からなるグループ活動により、１年生は野外調査の
概要を理解し、２年生は事前指導と実習指導を通じて指導力の醸
成を図る。
（４）モラルに関するワークショップ：「犯罪や不正にまきこまれない
ようにするために」モラルに関するテーマに基づいて、グループ
討論を行い、結果を発表する。
上記の（４）に関して、私見を述べたい。大学は教育機関であるととも
に、市民生活の一領域でもある。学問（教育）の自由を尊重するために、
かつ守るために、大学の自治ということが言われている。しかし大学に治
外法権が認められているわけではない。大学で学ぶ者も、教える者も、と
もに大学という教育機関の枠組みの中にあって、市民社会の真っただ中に
晒されているというわけではないが、市民社会と接続し、かつ市民社会の
一領域に属していることは確かである。それ故、大学に属する者は、大学
外からの有形無形の犯罪に晒される可能性もあるし、また逆に市民社会の
安寧を脅かしかねないこともあり得る。「犯罪や不正にまきこまれないよ
うにするために」のみならず、加害者にならないためにも、モラル教育は
必要である。
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話題提供６
学生主体型授業における共通教育と専門教育の系統性を考える：山形大学
斎藤　学
地域教育文化学部３年次に開講されている科目「フィールドプロジェク
ト」についての報告である。この授業は、異なる専門分野（８分野）で学
ぶ学生たちが協同でアクティブに、地域と連携した活動を通じて、「専門
的な知を総合的な実践へとつなげ」、地域について理解を深めることを目
的としている。そこで、配布資料に基づき、このプロジェクトについて次
に記す。24
（１）Ａ：まちづくりと社会参加。（２）Ｂ：地域文化交流。（３）Ｃ：科
学体験教室。（４）Ｄ：伝統文化とものづくり。（５）Ｅ：自然科学と野外
活動。（６）Ｆ：食と健康。（７）Ｇ：国際理解。（８）Ｈ：地域音楽文化
交流。
同授業は 26年度に選択科目として開設されたが、28年度からは選択必
修科目として卒業要件に組み込まれる予定であると発表された。
本報告では、上記「（４）Ｄ：伝統文化とものづくり」について紹介が
あった。履修学数は15名であり、連携先は山形市北部公民館、山形市江南
公民館、真室川町、山形県である。活動の概要は、ほぼ毎月、地域の小学
生を対象に工作教室を開催し、他者（小学生）との「ものづくり」を通し
て、専門知識や技能、課題発見・解決能力、批判的思考、コミュニケーシ
ョン能力、リーダーシップ等の育成が試みられたことが報告された。因み
に、工作教室の年間予定計画を次に記しておきたい。
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24 『実施要項』11頁。
６月：輪ゴムカー、首ふり人形。７月：玉吹き。８月：ピンボール。９
月：紙コップ飛行物体クリップ UFOキャッチャー。10月：飛び出すオバ。
11月：万華鏡。12月：オリジナルスタンプ。１月：おみくじ。２月：創作
いきもの。
その他に、＜“かんな”で削って「マイはし」を作ろう＞のテーマのも
とに、次の２件の工作教室が開催されている。
７月：モノヅクリビトの祭典 in真室川。８月：2014年少年のための科学
の祭典in山形。
教員にとっては負担の大きい授業であると思われる。しかも、履修率は
開設年度（26年度）では 33％（履修者数 82名／対象学生 249名）であっ
たと報告された。この数値を高いと判定するか低いと判定するかについて
は、議論の余地を残す事柄であるが、本分科会における話題提供４「理系
科目におけるアクティブ・ラーニング−実践例と意識調査−」や2012年の
ベネッセによる学生アンケート調査の結果報告と同様に、アクティブ・ラ
ーニングに対する学生の意識の変革が求められることだけは確かである。
話題提供７
東北大学における学生ボランティア支援と社会貢献型の体験学習プログラ
ム実施の現状と課題： 東北大学　藤室玲治
2014年度に、東北大学高度教養教育・学生支援機構内に「課外・ボラン
ティア活動支援センター」が新設された。同センターは「課外・ボランテ
ィア活動支援体制構築」と「支援方法論の研究開発」「正課の授業での社
会貢献型体験学習プログラムの開発・実施」を目指し、次の活動を行って
きた。
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（１）課外・ボランティア活動支援：東日本大震災被災地での「ボラン
ティアツアー」「スタディーツアー」の実施。
（２）正課の授業での社会貢献型体験学習プログラムの開発・実施：１
年次基礎ゼミ「地域復興とボランティ活動」全学教育科目「震災
復興とボランティア」の開講。
発表者は、阪神・淡路島大震災（95年）での学生ボランティア活動の経
験をもち、また新潟中越地震（04年）、岩手・宮城内陸地震（08年）、そし
て東日本大震災（11年）に際してもボランティア活動に従事してきた。東
北大学において、東日本大震災被災地の復興に寄せる学生・教員の関心は
高いことがあげられ、体験型学習プログラムは、建設的協働学習、問題解
決型学習、探求型学習の要素を複合的に含み、かつ学際的・融合的視点、
トランスサイエンス的視点の醸成に寄与する、と説かれる。現在、東北大
学では里見ビジョン 25として　　教育研究の方針が掲げられているが、同
センターが目的とするところは、そのうちの「現代的課題に挑戦する先端
的で創造的な高度教養教育」の構築理念に沿うものであると捉えられる。
しかし、それとともに、ボランティア活動とその支援に関わる諸活動は、
漫然となされると「自己満足的なボランティアごっこ」に堕する恐れのあ
ることが指摘された。
報告は、阪神・淡路島大震災を経験した神戸大学在学中での事例紹介が
なされ、さらにボランティア活動が及ぼすキャリア形成観への影響が特記
された。つまりボランティア活動は「多様なフィールドで活躍する、人間
性豊かな指導的人材」の育成をもたらすキャリア観の形成に通じると捉え
られる。さらに、東北大学におけるボランティ活動について概略的に説明
がなされ、特に2011年の東日本大震災に際しては、東北大学地域復興プロ
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25 http://www.tohoku.ac.jp（accessed 2015.12.01）
ジェクト“HARU”が結成され、学外で2,900名、学内で780名がボランテ
ィア活動に従事したことが報告された。なお、2014年度の活動については
次の通りであったと説明がなされた。
＜学内対象＞
（１）基礎ゼミとの連携：基礎ゼミ「地域復興とボランティア」では、
陸前高田市、仙台市、山本町、福島県でボランティア活動。
（２）全学教育科目との連携：全学教育科目「震災復興とボランティア
活動」でボランティア活動について講義。
（３）復興大学人材育成コースとの連携：山本町でボランティア活動。
（４）TGLプログラムとの連携」：東北大学グローバル人材育成プログ
ラム（TGL）コアカリ「グローバル社会で活躍する人材のための
国際教養」で、復興状況とボランティア活動について講義。
＜学外対象＞
（１）東大、早稲田大、立教大等との交流。（２）岩手大、神戸大との
交流。（３）東北学生ボランティア交流会議：東北大、岩手大、福島大、
弘前大、東大、神戸大との連携。（４）大学間連携災害ボランティアシ
ンポジウムへの参加
＜国外＞
（１）アメリカ・アリゾナ州立大との交流。（２）ハーバード大との交
流。（３）あしながインターンシップの国外インターン生との交流。
他大学の学生とのボランティア活動を通じて、自分たちの活動を再検討
し激励し合う機会がもて、また国外大学生との交流で、英語等のコミュニ
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ケーション力の養成や国際感覚の醸成に通じる利点はあるものの、貢献性
と教育性を具体的なプログラムの中で両立させることは、現実には難しい
面が多くある、と説かれる。併せて、文科省の調査報告 26が紹介され、ボ
ランティア活動を授業に取り入れている大学は381校（約51％）であり、
その具体的な内容は「社会福祉に関する活動」や「体育、スポーツ、文化
に関する活動」が多い、と報告された。多様な活動プラグラムの開講に比
べ、履修者数は必ずしも多くはない。またボランティア活動に従事する者
は、その活動を隠したがる傾向にあることが報告された。「いい子ぶって
いる」「偽善者ぶっている」という対人評価をはばかってのことがその理
由の第一にあげられており、良しにつけ悪しきにつけ、複雑な集団心理、
社会世相が露呈した感が否めない。
Ⅳ．全体会Ⅱ
・事例報告：「主体的な学びの確立と学士課程教育の質的転換」
講　　師：文部科学省高等教育局大学振興課大学改革推進室
専門官　辻　邦章
講演は、国の文教政策に沿って大学教育の抜本的な改革を求めるもので
ある。成熟社会となった我が国が置かれている国内外の状況分析の後に、
変動著しい社会の要請に、現行の大学教育が必ずしも応じていないこと、
あるいは応じられずにいることが指摘された。現行の大学教育の在り方を
批判的な視点で捉える提言や論説は盛んになされており、2014年 12月に
公表された中教審答申『高大接続改革答申』もこの大学教育改革の流れに
沿うものであることは明らかである。しかも本講演では、この度の答申は
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26 文科省『大学における教育内容の改善状況について』（平成26年11月）
高等学校教育改革、大学入学者選抜改革、大学教育改革の「三者一体的改
革」により、知識量を偏重する教育から、社会で自立し活動していくため
に必要な「真の学ぶ力」−（１）知識・技能、（２）思考力・判断力・表
現力、（３）主体的・多様的・協働的に学習する能力−を育成発展させる
教育への質的転換が求められている、と説かれた。
講演の主なテーマは、次の通りである。
１．大学を取り巻く諸情勢
２．大学教育の質的転換に向けて（高大接続改革）
３． 教育再生実行会議等
１．大学を取り巻く諸情勢
講演は我が国が置かれている国際的かつ国内的な状況分析から始まっ
た。まず我が国の国際的な影響力、存在感の低下が懸念された。その根拠
として、世界の GDPに占める日本の割合の低下 27と国民一人あたりの GDP
の低下があげられた。また我が国の人口の推移と将来人口について説明が
なされ、約 50年後には総人口が約３割減少し、しかもその人口のうち 65
歳以上の高齢者が４割を占める社会の到来が予想された。確かに生産年齢
人口の急減は、機械化の時代とはいえ、生産活動の低迷を招きかねないだ
けでなく、経済活動の低迷に通じる恐れが大である。また ITC技術の発達
とグローバル化の進展は今世紀に入る前に既に予測されていたことである
が、実情は予測をはるかに越える急速なものになっている。しかも講演で
は、ある学説の示唆として、50年後には、現在と全く異なる、予想さえで
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27 参照、配布資料２頁。世界の GDP2010年に占める日本の割合（予想を含む： 2010年
5.8％、2030年 3.4％、2050年 1.9％）、日本の一人当たり GDPの低下（世界第２位／
1993年→世界第10位／2012年）。
きない職種が広範囲にわたって出現する可能性のあることが紹介された。28
まさに「予測困難な社会」の到来である。
２．大学教育の質的転換に向けて（高大接続改革）
国内外の急激な社会変化に対応するために、大学には、世界で活躍でき
る「グローバル人材」、新たな価値を生み出せる「イノベーション人材」、
持続可能な社会を構築できる「幅広い教養と高い専門性を備えた人材」の
育成が求められている、と説かれた。さらに、新聞社の世論調査の結果が
引き合いに出され、６割以上の国民が大学の現状に対して厳しい批判的な
判定を下していることが明らかにされた。知識量を偏重する従来の学力観
を転換し、成熟社会にふさわしい「真の学ぶ力」を育成・発展できるよう
に、大学関係者の抜本的な意識改革と教授カリキュラムの抜本的な改変、
そして大学を頂点とする教育制度の改革の必要性が説かれた。高校教育で
培われ、大学教育で向上発展が目指される「真の学ぶ力」とは、社会で自
立し活動するために必要な力として、「①知識・技能の習得（狭義の学力）
②知識・技能を活用し、自ら課題を発見しその解決に向けて探求し、成果
を表現するために必要な思考力・判断力・表現力等の能力 ③主体性を持
ち、多様な人々と協働しつつ学習する態度」29があげられた。
特に、この度の『高大接続改革答申』の中軸となる提言は、「高大接続」
改革を断行するための現実的な方策として、大学入学者選抜改革が謳われ
ていることにある。その理由として、知識量を求める現行の大学入試の在
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28 配布資料３頁。なお、発表者の説明にもあったが『高大接続改革答申』でもその中の
一説が記されている。「2011年にアメリカの小学校に入学した子供たちの66％は、大
学卒業後、今は存在していない職業に就く。」（ニューヨーク市立大学大学院センター
教授キャシー・デビットソン）『高大接続改革答申』１頁、注２参照。
29 配布資料６頁。下線部は発表者では赤字表記。
り方が変わらない限り、高校教育の改革は難しい、と中教審の検討委員会
で結論付けられたことがあげられた。多面的な選抜方法により、多様な学
習経験と多様な質に分かれている学生の中から、学修意欲のある、かつ創
造的・活動的な学生の選抜が求められている。そのための方策は検討中で
あるが、案として、「高等学校基礎学力テスト（仮称）」や「大学入学希望
者学力評価テスト（仮称）」の導入が模索されていることが示された。ま
た、大学にあっては、高校までに育成した能力（真の学びの力）をさらに
向上・発展させ、社会に送り出すために、アドミッションポリシー、カリ
キュラムポリシー、そしてディプロマポリシーの一体的な策定が求められ
る。しかも３つのポリシーの一体的な策定の実行を確実なものにするため
に、法令による規定、ガイドラインの策定、教学マネジメントの確立が必
要である、と説明された。
３．教育再生実行会議
次に教育再生実行会議について説明がなされた。同会議は、内閣主導の
もとに、成熟社会となった我が国が抱える諸問題に対応するために、特に
教育の再生に力を入れ、有意の人材の育成を目指す。構成は、内閣総理大
臣、内閣官房長官、文部科学大臣兼教育再生担当大臣、そして有識者から
なる。有識者には、学者、教育者、政財界人等、幅広い分野から選ばれて
おり、議長は、鎌田薫（早稲田大学総長）、副議長は佃和夫（三菱重工業
株式会社相談役）が務める。同会議の設立趣旨として、「21世紀の日本に
ふさわしい教育体制を構築し、教育の再生を実行に移していくため、内閣
の最重要課題の１つとして教育改革を推進」と明記されており、これまで
に８次にわたる提言がなされている。
講演では、特に第７次提言「これからの時代に求められる資質・能力と、
それを培う教育、教師の在り方について」（2015年５月）について説明が
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なされた。社会から求められる人材を育成するために、教育内容や教育方
法、教育組織の改革が喫緊の課題とされ、「アクティブ・ラーニングの推
進」を軸として「世界に伍する教育体制の確立」が目指される。学生の主
体的な行動を促し、知識を引き出す実践型・体験型の教育の導入が推進さ
れ、具体的な教授法の例として、グループでの学修、プレゼンテーション、
長期学外学修プログラムなどがあげられた。また（１）高等学校教育との
スムーズな接続を図るために初年次教育の充実、（２）教員の意識改革を
促すために、新任教員とシニア教員の別を問わず、教育研修会の開催、
（３）大学教員の教育活動を相応に評価する仕組みづくりが求められ、さ
らに、（４）こうした教育改革の取組みを推進するために、国による財政
的な支援プログラムがあり、既に始動していることが紹介された。30
Ⅴ．むすびにかえて
全大会Ⅰ，Ⅱにおける講演、そして３つの分科会における話題提供は、
近年推進されている大学教育改革について、国の最新の文教政策あるいは
教育現場の最新の実践的な事例を伝えている。そしてこれらの講演や話題
提供の基底には、『高大接続改革答申』の提言が意識され反映されている。
同答申で謳われている文言「国は、新たな時代を見据えた教育改革を＜待っ
たなし＞で進めなければならない」を待つまでもなく、教育現場は国の文
教政策を見据えたうえで、常時効果的な教育方策を練り上げ試行している。
そこで、前記の文科省高等教育局・辻邦章専門官の講演に関わる本報告
を補足する、あるいは重複するところも有りうるが、国の最新の文教政策
を推し量るために、『高大接続改革答申』について寸言したい。同答申は、
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30 「教育関係共同利用拠点制度」「先導的大学改革推進委託事業」「大学教育再生戦略推
進費」など。配布資料13−14頁参照。
『学士課程教育答申』『質的転換答申』等の大学教育改革に関わる一連の中
教審答申の理念を発展的に継承し、しかも重要かつ最も実現に難渋すると
みなされてきた大学入試改革に取り組んでいる。最初に『高大接続改革答
申』の冒頭の言葉を示しておきたい。
教育改革における最大の課題でありながら実現が困難であった「高大
接続」改革」を、初めて現実のものとするための方策として、高等学校
教育、大学教育及びそれらを接続する大学入学者選抜の抜本的な改革を
提言するものである
『高大接続改革答申』の特色は、当然のことではあるが、幼児教育を含
め初等中等教育から高等教育、そして生涯教育を視野に入れたうえで、高
等教育の改革を実質化するためには、高等学校教育と大学教育を接続する
役を担っている大学入試の改革を断行しなければならないとするところに
ある。高等学校教育の充実化が果たされなければ、高等学校教育に接続す
る大学教育の充実化、さらに発展向上はあり得ず、しかしながら大学教育
の入り口に位置する大学入試が変わらなければ、高等学校教育も変わり様
がない、と説かれる。高等学校教育と大学教育にとって、大学入試の重要
性、影響大なることが改めて指摘されている。ところが現行の大学入試は
「知識の記憶力などの測定しやすい一部の能力や、選抜の一時点で有して
いる能力の評価に留まっていたり、丁寧な評価よりも学生確保が優先され
る」などの「公正性」を欠いたものになっている、と批判的に捉えられ、
大学入試の在り方の変革が求められる。しかもこのような「公正性」を欠
く評価の仕組みを生み出している根拠として、次のように説かれる。
18歳頃における一度限りの一斉受験という画一化された条件におい
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て、知識の再生を一点刻みで問う問題を用いた試験の点数による客観性
の確保を過度に重視し、そうした点数のみに依拠した選抜を行うことが
「公平」であるという、従来型の「公平性」の観念が社会に根付いてい
ることがあると考えられる。
数字の魔力に対する警告、数字の絶対視化に対する危惧ともとれる解釈
であり、数値を絶対視化する傾向にある近代的思考に浸りきって生きるわ
れわれ現代人に対して、考え方そのものの多様化・総合化が求められてい
る。数値のみでは測りきれない領域のあることが、改めて示唆され、分析
的数値化を偏重し、総合的視点を忘失しがちになる現代人の思考傾向、そ
して社会通念そのものに対して警鐘が鳴らされている。
さらに平成19年の学校教育法の改正により打ち出された「確かな（真の）
学力」の再確認がなされる。「確かな学力」は、現行の教育制度が施行さ
れた戦後から討議され続けてきた所謂「ゆとり」型教育と「詰め込み」型
教育の二項対立的議論の統合的解釈として説かれたものである。先の文科
省高等教育局の辻邦章専門官の説明にもあったように、「確かな学力」と
は、学力の三要素ともいわれ、「基礎的な知識及び技能」「これらを活用し
て課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等の能力」「主体
的に学習に取り組む態度」31を指す。成熟期を迎え、変遷著しい厳しい時代
であり、しかしまた捉えようによっては、「夢や目標を芽吹かせ、未来に
花開かせる」ことのできる新たな時代を迎えている我が国において、初等
中等教育から高等教育まで一貫して求められているのは、「生きる力」で
ある、と説かれる。その「生きる力」とは、「豊かな人間性」「健康・体力」
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31 「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」「主体性・多様性・協働性」という端的な
表現も使われている。
「確かな学力」を総合した力である。同答申では、高等教育においてもこ
の「生きる力」の育成が急務であるとされ、かつこの「生きる力」を構成
する「豊かな人間性」「健康・体力」「確かな学力」について、改めて捉え
直される。その概要は次の通りである。
①豊かな人間性：高等学校教育では、国家及び社会での活動が想定され
ており、大学教育ではそれらの領域に加えて国際社会での活動が想定
され、それぞれの領域で活動できる人格の育成が求められている。
②健康・体力：高等学校では、社会で自立するために必要な自己の健
康・体力の育成と管理が求められ、大学では、社会的な使命を果たす
ための肉体的・精神的能力の鍛錬が目指されている。
③確かな学力：高等学校教育では、（１）「知識・技能」を習得させ、
（２）「思考力・判断力・表現力」を育成し、（３）「主体性・多様性・
協働性」を養うことが求められ、大学教育ではこれらの三要素を総合
した学力の鍛錬が希求されている。
予測困難な時代の到来を迎え、「生きる力」の育成が、初等中等教育か
ら高等教育、そして生涯教育を含めて、一連の教育改革の支柱になってい
ることが、改めて確認される。
因みに、『高大接続改革答申』は「確かな（真の）学力」を身に付ける
ために、特に主体性・多様性・協働性の育成に有効なアクティブ・ラーニ
ングの普及と充実による高等教育における教育改革を強く求めているが、
「知識・技能の習得を無視する改革ではないという点も重要である」と説
かれていることを心に刻んでおきたい。本分科会での話題提供、あるいは
他の研究会でも提言されているように 32、能動的学習と受動的学習を併用
する総合的な学習が求められていることを付言しておきたい。
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32 注21参照。
